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1. 事業の目的と概要 
1.1. 事業の目的 
 
石油製品は、国民生活や経済活動に必要不可欠であり、特に災害時においては、可搬性・

貯蔵性に優れるという性質から、エネルギー供給の「最後の砦」とされる。このため、大規
模災害発生時においても、石油製品の安定的な供給体制を維持する必要がある。 
このため、石油の備蓄の確保等に関する法律に基づく災害時石油供給連携計画を政府と

ともに実行する責務や平成 27年 4月 1日から災害対策基本法上の指定公共機関の責務を担
う石油精製・元売会社※（以下「石油会社」という。）は、平成 25年度に、製油所から系列
サービスステーション等の末端供給までを包含する自社系列全体の事業継続計画（以下「系
列 BCP」という。）を策定した。その後、毎年度、石油会社が策定した系列 BCP の格付け
審査を通じ、石油業界の災害対応能力の向上を図ってきた。引き続き、災害時の石油供給に
係る対応能力を強化し、その実効性を担保するためには、系列 BCP の不断の見直しを継続
することが必要である。 
本事業では、有識者で構成される委員会を設置し、系列 BCPの格付け審査を実施するこ

となどにより、石油会社に対して系列 BCPの不断の見直しを促し、ひいては石油業界の一
層の災害対応能力の向上を図ることを目的とする。 

 
※ ENEOS 株式会社、出光興産株式会社、コスモ石油株式会社、富士石油株式会社及び

太陽石油株式会社の計 5社。 
 
1.2. 事業の概要  
 
① 系列 BCP格付け審査委員会の設置 
企業の BCP 等に精通する有識者（4名程度を想定）で構成される、系列 BCP格付け審査

委員会（開催回数：3 回程度）を設置する。委員は提案書において提案することとし、資源
エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課担当者（以下「担当者」という。）と協議の上、
決定する。 

 
② 系列 BCP格付け審査の実施 
上記①の系列 BCP 格付け審査委員会の助言を踏まえながら、石油会社の系列 BCP につ

いて実効性が確保されたものになっているか、必要に応じヒアリングを行いつつ、格付け審
査を行い、各社に対してその結果のフィードバックを行う。 
なお、格付け審査の評価項目及び評価基準※は、昨年度事業で用いたものを基本とするが、

必要に応じて見直しを行うこと。また、系列 BCPは担当者より受託者に提示する。 
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※ 昨年度事業における評価項目等は、下記URLを参照のこと。 
令和 2 年度燃料安定供給対策に関する調査（石油業界における災害時燃料供給体制のあ

り方等に関する調査）報告書 
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000086.pdf 
 

③ 現地調査の実施 
石油会社の系列 BCP の実効性向上を目的として、製油所等の現場レベルで系列 BCP の

取組が徹底されているかを確認するための現地調査（1 社あたり 1 箇所、計 55 箇所程度を
想定）を実施し、その結果を上記②の格付け審査結果とともに各社に対しフィードバックを
行う。 
なお、現地調査については、昨年度事業の検討結果をもとに、また、新型コロナウイルス

感染症の感染状況等を踏まえつつ、担当者と協議の上、実施することとする。 
 

④ 調査報告書の取りまとめ 
上記①～③の調査結果を調査報告書として取りまとめる。 
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図 1：系列 BCP格付け審査の実施スケジュール 
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3. 系列 BCP 格付け審査の実施 
 
今年度の系列 BCP 格付け審査の実施の流れは以下の通り。 
 

① 評価項目及び評価基準等の見直し 
令和 2 年度の系列 BCP格付け審査結果（試行審査含む）を踏まえ、評価基準の改定を実

施した。 
 

② 石油精製・元売各社向けの説明会の実施 
今年度の系列 BCP格付け審査に関する石油精製・元売各社向けの説明会を実施し、格付

け審査の実施方法の周知を行った。 
 

③ 文書審査 
今年度の評価項目等を示した統一フォームを各社へ配布し、各社記入後、系列 BCPと共

に提出いただいた。評価基準に従って、文書審査を実施した。 
 

④ 審査結果のフィードバック 
系列 BCP 格付け審査結果のフィードバックを、各社につき 1 回約 30 分程度、オンライ

ン形式にて実施した。 
 

3.1. 評価項目及び評価基準等の見直し 
3.1.1. 評価項目の見直し及び試行審査項目の追加 
 
今年度の評価項目は、以下の観点で見直しを行った。 
 

① 地域的な地震・津波への対応に向けた取組が進められているか。また、課題を抽出し、
当該課題を踏まえた今後の対応方針が明確になっているか。 

② 新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣言や南海トラフ地震の臨時情報等、政府方針が
出された場合の対応を検討する等、災害への取組を更に向上させ、事業継続能力の維持・
向上がなされているか。 

③ 早期出荷再開に向けて、基地周辺道路の耐震化や優先啓開等の必要な対策が実施される
よう、自治体等との連携を図っているか。 

 
①については、地域的な地震・津波に対する復旧目標等を新たに加えた評価項目を設定し

た。本見直しによって、これまでの格付け審査項目に、より高い目標が追加されることとな
った。 
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さらに、早期出荷再開に向け、基地周辺の自治体等との連携を図るべく、会議等での各種
調整や共同訓練の実施等、各社において様々な対策を講じていることが確認できた。 
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4. 現地調査の実施 
 
現地調査の実施の流れは以下の通り。 
 

① 調査項目の設定 
石油会社の系列 BCP の実効性向上を目的として、製油所等の現場レベルで系列 BCP の

取組が徹底されているかどうか確認するため、発災後 24 時間以内の対応のうち、特に緊急
入出荷に関する一連の流れについて、現場における具体的な対応を調査項目として設定し
た。 

 
② 現地調査の実施 
各社とも現地往訪（またはリモート）にて、調査項目に係るヒアリング及び現地確認を 3

時間 30 分で実施した。調査結果として、全般的な状況の概要及び各社で見られた課題や好
事例をまとめた。 

 
③ 現地調査結果のフィードバック 
現地調査結果のフィードバックを、系列 BCP格付け審査評価結果フィードバックと同時

に実施した。 
 

4.1 調査項目の設定 
 
調査項目については、系列 BCP に基づく発災後 24 時間以内の対応のうち、特に緊急入

出荷に関する一連の流れについて、現場で具体的にどのような対応が行われるのかという
点を対象にした。また、重点テーマとして「現場における初動（停電時の対応等中心）」「現
場における委託先（請負先等を含む）の事業継続」を設定した。 
なお、今回の現地調査は、各社における取組の実態を把握するため、今年度の系列 BCP

格付け審査の結果には反映しないこととした。 
 

4.2 現地調査 
4.2.1 現地調査の実施 

 
現地調査は次の日程にて実施した。当初、全ての調査先に実際に往訪予定であったが、新

型コロナウイルス感染症の再拡大の状況を受け、一部リモートでの対応に変更した。 
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あとは問題ないとしている会社があった。（その際、車両検査も行わないが、平
時に当該製油所で積み込みをしていないローリーの場合には、簡易的な点検
（外観等で確認する程度）を行う必要がありうるとしている。） 
また、個別に積み込み担当は決めてはいないが、必要な要員は確保できるよう
に設定し、12 時間交代でシフトを組んで人をやりくりする予定としている会
社もあった。 

 
＜その他＞ 
緊急入出荷のオペレーション以外の課題として、以下のようなコメントも挙がった。 
＊南海トラフ巨大地震への対応について 
南海トラフ巨大地震等の前提をおいてマニュアル等を設定しているが、前提から外れた
ことが起きたときには、発災後、安全を確保し 24 時間以内の供給を求められているもの
の、状況によってはシナリオ通りに対応できないということはありうる。また、南海トラ
フ地震臨時情報への対応は、実際に状況を見ないと考えづらいが、BCP の発動状態をど
の程度維持するかが課題と考えている。 
＊オンラインの併用について（新型コロナウイルス感染症対応を踏まえて） 
新型コロナウイルス感染症への対応を経た変化という意味では、特に本社では参集でき
ない状況下、オンライン会議も使用して訓練しているが、オンラインだと、どのような情
報をどこに伝えるべきかが見えにくいということを課題として感じている。 

 
4.3 現地調査結果のフィードバック 
 
今年度の現地調査結果のフィードバックは、系列 BCP 格付け審査評価結果フィードバッ

クと同時に実施した。フィードバックでは、現地調査結果について事務局から説明を行った
後、質疑応答という流れで実施した。 
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5. 石油業界全体としての取組の方向性及び今後の本事業に関する提言 
 
【実効性の向上について】 
昨年度までの系列 BCP 格付け評価では、石油連盟が平成 25 年 12 月に策定した「巨大地

震等に対する石油会社の BCP ガイドライン」を踏まえ、首都直下地震や南海トラフ大地震
等発生時においても「早期に平常時の 1/2 程度の入出荷機能を確保」するために必要な取
組について評価を実施し、全社で「Ｓ」評価を獲得した。 
今年度は、石油連盟が令和元年 10 月に策定した「地域的な地震・津波等に対する石油会

社の BCP ガイドライン」を踏まえ、地域的な地震・津波等発生時においても「平時と同程
度の出荷能力を維持」するという、より高い目標を追加し、これに必要な取組について評価
を実施したが、4社が「S」、1社が「A」という評価結果となった。 
これらの結果から、取組のベースとなる計画については、首都直下地震・南海トラフ地震

に加え、地域的な地震津波等が発生した場合でも、供給回復目標の達成に向けた活動が可能
な体制が整備されていると考えられる。 
一方で、計画のレベルが一定水準に達したとしても、本社及び各基地の現場にまで BCP

が浸透し、全国でいつ地震が発生したとしても対応可能な高い実効性を確保するためには、
引き続き大きな努力が必要であり、継続的な取組と改善が求められるところ、各社において
は、今後も訓練等を経た定期的な課題の洗い出しと見直し・改善活動が不可欠である。 

 
【新しい災害関連情報への対応について】 
気象庁から「南海トラフ地震に関連する情報」が発出された場合や、南海トラフ震源域の

西側または東側のみで地震が起こる「半割れ」ケースが起こった場合については、現在想定
している BCP体制に何らかの制約が生じる可能性があり、体制の見直しや対応の具体化に
ついて検討していくことが必要と考えられる。また、今年度は日本海溝・千島海溝沿いの巨
大地震の被害想定が公表され、東京都は首都直下地震の被害想定の見直しを現在行っている
ところである。このように災害に関する情報は日々更新されているため、BCPを策定した後
も、新たな情報を収集し、自社の対策に迅速に反映させていくことが極めて重要である。 

 
【現地調査の方向性について】 
今年度の新たな取り組みとして現地調査を実施したが、実際の現場において手順を担当

者から直接伺うことで、これまでの文書審査だけでは見えにくかった実態についてより具
体的に把握できることが分かった。特に BCPの実効性を確認する方法として、現地調査は
有効であると考えられる。また、直接話を伺うことで、各社が考えている懸念点等について
も把握することが可能であり、業界全体及び各社の課題の把握にも有効と考えられる。 
現地調査で得られた結果の活用については、以下のような方法が考えられる。まず、各社

に比較的共通していると思われる課題については、今後の本事業における重点テーマの候
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補として検討し、文書審査や現地調査で更に掘り下げていくとともに、業界全体として解決
の方向を検討する対象としていく。次に、各社個別の課題については、今後の文書審査等に
おけるフォロー対象とし、改善状況をモニタリングしていく。また、好事例については、各
社に紹介し今後の改善に活用頂く。 
今後の現地調査の方向性については、その目的により大きく二つ考えられる。 
一つ目は、文書審査を補足するものとして実施するという方向性である。この場合、各社

の文書審査の結果を踏まえ、その実施状況を現地確認するという趣旨が主となることから、
全体としてのテーマ設定は持ちつつも、各社ごとに現地で確認すべきことを具体的に明確
化して進めることとなる。また、各社に対する公平性を担保するための方策として、テーマ
や主な確認事項を委員会で合意し、実際の調査は固定したメンバーにて対応する等の工夫
が必要である。二つ目は、業界全体の課題を把握するために実施するという方向性である。
この場合、主に調査先の考えや懸念を確認するということが主となることから、現地の状況
を確認しつつ、それに紐づけて現場の担当者等から率直な懸念等を聞き出すことになる。そ
れに伴い、調査先ごとに調査内容にややムラが出たりする場合があるが、それらの均一性よ
り、率直な意見を出しやすくするための工夫が求められる。 

 
 

以上 
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別添 1：令和 3 年度統一フォーム 
 
 



【フォーム1】達成状況の確認と前回審査からの改善点

○各評価項目の達成状況の確認と前回審査からの改善点

文書名、項目等 ページ番号

A-1

目標設定が求められ
ているレベルと整合し
ているかの確認

供給回復目標

ア

地震発災時の入出荷機能の確保に要する日数について、
「目標の日数」が明確になっている。
・（首都直下地震及び南海トラフ巨大地震）被災製油所
における平常時の１／２程度の入出荷機能の確保を目標
とする
・（地域的な地震・津波）被災地における平常時と同程度
の入出荷機能の確保を目標とする

イ 上記「目標の日数」の達成に向けたボトルネックを認識してい
る。

ウ 上記ボトルネックに対する具体的な対策が立案されている。

エ 上記ボトルネックに対する具体的な対策実施計画が策定さ
れている。

オ 経営層が上記計画を承認し、全社的な取り組みとなる土壌
が整えられている。

カ

首都直下地震や南海トラフ巨大地震発災時の被災製油所
及び地域的な地震・津波等発災時の被災地における入出
荷機能の確保に要する日数について、「現状の日数」を把握
できている。

キ 上記「目標の日数」をある程度高い水準（３日以内）で設
定している。

ク 上記達成に向けたロードマップを具体的に策定している。

総括

取り組みの全体状況
（COVID-19の流行等への対応も含む）

現状の課題
（COVID-19の流行等への対応も
含む）

人的側面

物的側面

その他

上記の課題を踏まえた今後の対応方針
(COVID-19の流行等への対応を通じ、災害時における事業継続
力の維持・向上に向けた検討が行われているか等)

ー

可

良

項目 達成状況 前回審査からの改善点や特に優れた取組み
※昨年度審査フィードバックを踏まえた改善点等もご記入ください。

※訓練の実施に関してはフォーム３へご記入ください項番 評価項目 評価基準 達成
状況

系列ＢＣＰの記載箇所



文書名、項目等 ページ番号

項目 達成状況 前回審査からの改善点や特に優れた取組み
※昨年度審査フィードバックを踏まえた改善点等もご記入ください。

※訓練の実施に関してはフォーム３へご記入ください項番 評価項目 評価基準 達成
状況

系列ＢＣＰの記載箇所

B-1

供給回復目標の達
成に必要な機能の
確認

本社機能の確保

ア

本社において重要業務を継続するための環境（災害時の指
揮命令体制、人員（非常呼集スキーム、代替要員の指
名）、食料、水、本社社屋で業務を継続できるだけの耐震
性、非常要発電機の確保）を整備している。

イ 本社社屋が使用不可能となることを想定し、第２本社を設
定している。

ウ 第２本社での業務継続の実効性の向上に向けた、具体的
な対応方針の策定を行っている。

エ 上記に向けた、課題の抽出を行っている。

オ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

B-2 可 ア 従業員の安否確認に関するルールが整備されている。（油槽
所も含む）

イ 従業員の安否確認を効率的に実施するための手段（安否
確認システム等）が整備されている。（油槽所も含む）

ウ
従業員の安否確認を効率的に実施するための手段（安否
確認システム等）の実効性の確認を行っている。（油槽所も
含む）

エ
従業員の安否確認を効率的に実施するための手段（安否
確認システム等）の登録情報の最新化を行っている。（油
槽所も含む）

オ 安否確認システムが利用出来ない場合を想定し、安否確認
の方法を複数手段検討している。（油槽所も含む）

B-3

受注・配車機能の確
保

可 ア

受注システムや配車システム（ICT）を確保して受注や配車
を管理し、運送会社に対して指示を出すための方針（人員
の確保、データセンターの耐震性の確保、食料、水、電力の
確保、通信手段の確保等）を策定している。（油槽所も含
む）

イ
情報システムが停止することを想定し、情報システムの二重化
対策（バックアップセンターの設置等）の対策を実施してい
る。（油槽所も含む）

ウ

平常時の受注・配車業務の実施拠点の機能が停止すること
を想定し、業務オペレーションの二重化対策（代替拠点の確
保、代替要員の確保、必要なデータの準備等）を実施して
いる。（油槽所も含む）

安否情報の収集

良

本社機能の確保

可

良

受注・配車業務の維持

良



文書名、項目等 ページ番号

項目 達成状況 前回審査からの改善点や特に優れた取組み
※昨年度審査フィードバックを踏まえた改善点等もご記入ください。

※訓練の実施に関してはフォーム３へご記入ください項番 評価項目 評価基準 達成
状況

系列ＢＣＰの記載箇所

B-4 ア

想定被災圏外からのタンクローリーの確保（応援投入）に
関する方針（タンクローリーの応援要請先の決定等）を策定
している。なお、タンクローリーとは車両およびドライバーの双方
を考慮する。

イ

想定被災圏外からのタンクローリーの確保（遠距離配送）
に関する方針（タンクローリーの応援要請先の決定等）を策
定している。なお、タンクローリーとは車両およびドライバーの双
方を考慮する。

ウ
タンクローリーの確保に向けた、運送会社も含めた対応手順
（体制の整備、被災運送会社への業務再開サポート等）
の具体的な内容を策定している。（油槽所も含む）

エ 業者との災害時の応援に関する備え（BCPの取り組み状況
の確認）を行っている。（油槽所も含む）

B-5 可 ア
被災時におけるドラム缶の調達方針（ドラム缶の調達先や
輸送事業者候補の事前検討）を策定している。（油槽所も
含む）

イ

ドラム缶輸送の確保（ドラム缶の確保、輸送手段の確保）
に向けた協力会社も含めた対応手順（体制の整備、および
被災運送会社への業務再開サポート等）の具体的な内容
を策定している。（油槽所も含む）

ウ 業者との災害時の応援に関する備え（BCPの取り組み状況
の確認）を行っている。（油槽所も含む）

B-6
SS管理、支援機能
の確保 可 ア

SSの被害状況、石油製品の在庫情報の収集に関する方針
（必要な営業情報を迅速に収集するための優先順位等）
が策定されている。

良 イ
SSの被害状況、石油製品の在庫情報の収集に必要な被災
時でも利用可能な通信手段（衛星電話、MCA無線等）の
整備を行っている。

B-7 可 ア
被災地域で営業を継続するSSに対する、本社または被災し
ていないSS等からの応援部隊の派遣に関する方針が策定さ
れている。

良 イ

東日本大震災等の過去の経験に基づいた、応援部隊の派
遣に関する具体的な計画（要員の相当数の確保等）が策
定されている。もしくは、ただちに社内から応援部隊を召集する
仕組み(応援要員の事前指名等)が整っている。

B-8 可 ア
損壊した設備の復旧のための応援部隊を本社または被災し
ていないSS等から派遣することに関する方針が策定されてい
る。

良 イ
SSの設備の早期復旧に向けた協力会社も含めた具体的な
対応手順（体制の整備、被災運送会社への業務再開サ
ポート等）の具体的な内容を策定している。

B-9

対象とする基地の入
出荷機能の確保

対象とする基地の被害情報、
在庫情報の情報収集

可 ア

対象とする基地から被災時に収集すべき情報の種類を明確
にし、対象とする基地から被害情報、在庫情報を収集するた
めに必要な被災時でも利用可能な通信手段を必要な部署・
人員に配備している。

良 イ 衛星電話やMCA無線、携帯電話の「災害時優先電話化」
など、被災時に利用可能な通信手段を複数準備している。

タンクローリーの確保

可

良

本
社
側

SSの復旧支援

ドラム缶輸送の確保

良

SSの営業状況の情報収集

SSの営業の応援支援



文書名、項目等 ページ番号

項目 達成状況 前回審査からの改善点や特に優れた取組み
※昨年度審査フィードバックを踏まえた改善点等もご記入ください。

※訓練の実施に関してはフォーム３へご記入ください項番 評価項目 評価基準 達成
状況

系列ＢＣＰの記載箇所

B-10
対象とする基地の周辺インフラ
（道路、港湾）の情報収集 可 ア

対象とする基地から被災時に収集すべき情報の種類を明確
にし、周辺インフラの情報を収集するために必要な被災時でも
利用可能な通信手段を必要な部署・人員に配備している。

良 イ
衛星電話やMCA無線、携帯電話の「災害時優先電話化」
など、被災時に利用可能な通信手段を複数準備している。
（油槽所も含む）

B-11
被災した対象とする基地の支
援 可 ア

被災した対象とする基地における入出荷業務、復旧業務、
二次被害防止業務の応援部隊を、本社または被災していな
い対象とする基地等から派遣できる体制が整っている。

良 イ

想定する災害（首都直下地震、南海トラフ巨大地震や地
域的な地震等）が発生した場合においても、被災した対象と
する基地を支援するためのリソースを確保するための具体的な
プランを策定している。

B-12

装置や設備の安全確認を行
い、被害情報、在庫情報を収
集し、本社等へ報告 可 ア

被災時に収集すべき情報の種類を明確にし、本社に対象と
する基地の被害情報、在庫情報を報告するために必要な被
災時でも利用可能な通信手段を必要な部署・人員に配備し
ている。

良 イ
衛星電話やMCA無線、携帯電話の「災害時優先電話化」
など、被災時に利用可能な通信手段を複数準備している。
（油槽所も含む）

B-13

対象とする基地の周辺インフラ
（道路、港湾）の情報収集

ア

被災時に収集すべき情報の種類を明確にし、本社に周辺イ
ンフラの情報を報告するために必要な被災時でも利用可能な
通信手段を必要な部署・人員に配備している。（油槽所も
含む）

イ

発災時の基地からの出荷再開に向けた対応について、関係
する所在自治体等を把握している。（都道府県・市町村に
対する周辺道路の優先啓開、警察に対する停電時のロー
リー先導等）

ウ
衛星電話やMCA無線、携帯電話の「災害時優先電話化」
など、被災時に利用可能な通信手段を複数準備している。
（油槽所も含む）

エ

発災時の基地からの出荷再開に向けた対応について、所在
自治体等と意見交換等し、依頼・合意している。（都道府
県・市町村に対する周辺道路の優先啓開、警察に対する停
電時のローリー先導等）

B-14
対象とする基地の早期復旧

ア
復旧計画を立案し、本社に対して必要な人員、資機材、そ
の他の支援物資を要請するための方針を策定している。（油
槽所も含む）

イ

想定する災害（首都直下地震、南海トラフ巨大地震や地
域的な地震等）発生時においても、対象とする基地の建物
の倒壊や設備・人員が甚大の被害を受けないようにするため
の減災対策の方針・計画を策定している。

良 ウ
早期の復旧に必要な資機材（調達に長期間要する資機材
等）を用意するための計画を策定している。（油槽所も含
む）

基
地
側

良

可

可



文書名、項目等 ページ番号

項目 達成状況 前回審査からの改善点や特に優れた取組み
※昨年度審査フィードバックを踏まえた改善点等もご記入ください。

※訓練の実施に関してはフォーム３へご記入ください項番 評価項目 評価基準 達成
状況

系列ＢＣＰの記載箇所

C-1

供給回復後に供給
能力の維持に必要
な機能の確認

バックアップ機能

ア

被災時において、被災していない製油所における増産計画を
策定し、被災していない製油所に対して指示を行うプロセスを
被災時の需要、供給量を想定しつつ具体的な計画として明
確化している。（油槽所も含む）

イ
上記対応を実施する環境（マクロ需給試算のシステム、要
員の確保、通信手段等）を整備している。（油槽所も含
む）

C-2 可 ア
災害時に必要となる石油製品の手配及び輸送（輸入・転
送）に関する方針（船会社候補の決定、鉄道会社との調
整等）を策定している。

C-3 可 ア
他社又は海外企業からの石油製品の調達についての方針
（どこの企業と調整するのか）を策定している。（油槽所も
含む）

他社又は海外からの石油製品の調
達

石油製品の手配及び輸送

増産計画の策定

可



【フォーム2】拠点毎の被害・課題・取り組み状況全体像

耐震状況
（〇の場合は対策の概要、
×の場合は理由及び今後の

取り組み予定）

津波対策
（〇の場合は対策の概要、
×の場合は理由及び今後の

取り組み予定）

非常用発電機
（○の場合は使用可能範囲
と本体の連続稼働時間、×
の場合は理由及び今後の取

り組み予定）

バックアップ施設
（左記が×の場合記入）

本社 東京都●●区 都心南部直下地震 震度6強 無
〇

（耐震構造のビルに
入居）

―
（津波想定無し）

〇
（給油で200時間、
照明・空調・サー
バー・非常電源利用

可）

※夜間休日等本社
参集が困難な場合
は、大阪支店のバック
アップ本部にて対応

リモートでの業務継続について、各要員のITリテラシーの向上、情報共有及び意思決定の円滑化が必要。特に異なる部
署間での横連携が取りづらく、今後の課題・・・・・

●●製油所 北海道●●市●●

ガソリン ●●kl
灯油 ●●kl
軽油 ●●kl
A重油 ●●kl

石狩低地東縁断層帯南
部地震
（拠点において最も大き
な揺れが想定されるた
め）

震度6強 無

〇
（2019年強靭化事
業にて出荷設備の耐
震化が終了）

―
（津波想定無し）

〇
（給油で200時間、
照明・空調・サー

バー・出荷設備・非常
電源利用可）

出荷設備の耐震化は完了したが、今後は委託先など含めた教育訓練の強化が必要。近隣の基幹道路寸断を想定し、
自治体との連携強化が必要。・・・・・

●●油槽所 ●●県●●市

ガソリン ●●kl
灯油 ●●kl
軽油 ●●kl
A重油 ●●kl

●●地震
(基幹道路が寸断され、
出荷に大きな影響が出
る・要員の参集率が下が
る可能性があるため。なお
当該油槽所は主要道路
が限定されており道路被
災時には孤立が想定され
る)

震度● 有
0.5m

×
（●●製油所でバック
アップができており、今
後の対策予定はな

し）

×
（●●製油所でバッ
クアップができており、
今後の対策予定はな

し）

×
（●●製油所でバッ
クアップができており、
今後の対策予定はな

し）

●●油槽所

設備状況
復旧目標を維持・向上させるために
今後取り組まなければならない課題

（ハード対策等も含めた拠点全体の課題を記載）
拠点名 住所 平時の出荷量

（4油種・kl）

拠点にて
想定される地震

(首都直下・南海トラフ以外の地
域においては、その地震を想定した
理由 ※地域の特殊性・配慮が必

要な点があれば記載ください)

拠点での
想定震度

拠点での
津波想定

（ある場合は浸
水深）



【フォーム３】訓練取り組み達成状況

〇本社及びモデル事業所における訓練の実施概要及び課題等
モデル事業所として

選出した理由 訓練シナリオ（想定した被害等） 拠点として抽出した課題 課題に対する今後の対応

〇各評価項目の本社及びモデル事業所における達成状況の確認

本社 モデル製油所 モデル油槽所

B-1
供給回復目標の達成に必要
な機能の確認

本社機能の確保 本社機能の確保
ア 第２本社の立ち上げを想定した訓練を実施し、課題の抽出

を行っている。

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

B-2
安否情報の収集

ア
安否確認を効率的に実施するための手段及び安否確認シス
テムが利用出来ない場合を想定した訓練を実施し、課題の抽
出を行っている。（油槽所も含む）

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。（油槽所も含
む）

B-3
受注・配車機能の確保 受注・配車業務の維持

ア
情報システムや平常時の受注・配車業務の実施拠点の機能
が停止した場合を想定した訓練を実施し、課題の抽出を行っ
ている。（油槽所も含む）

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。（油槽所も含
む）

訓練実施日

※モデル事業所以外の基地で特
筆すべき訓練がある場合、こちらに

記載をお願いします。
（複数ある場合、行を追加してく

ださい。）

拠点名

本社

参加者
（社内：部署、社外：組織名）

訓練に関する取り組みの全体状況

モデル事業所における取組の他基地への展開状況・今
後の予定等

総括
モデル事業所以外の基地における訓練の実施状況
（モデル事業所と比較し、劣後している点や課題認識
等）

課題に対する今後の対応
項番 評価項目 評価基準

達成状況

良

良

良

モデル製油所名

モデル油槽所名

訓練における各評価項目の気づき
及び抽出された課題

項目 達成状況



本社 モデル製油所 モデル油槽所

課題に対する今後の対応
項番 評価項目 評価基準

達成状況 訓練における各評価項目の気づき
及び抽出された課題

項目 達成状況

B-4
タンクローリーの確保

ア 業者との災害時の応援に関する備え（合同訓練）を実施
し、課題の抽出を行っている。（油槽所も含む）

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。（油槽所も含
む）

B-5
ドラム缶輸送の確保

ア 業者との災害時の応援に関する備え（合同訓練）を実施
し、課題の抽出を行っている。（油槽所も含む）

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。（油槽所も含
む）

B-6
SS管理、支援機能の確保 SSの営業状況の情報収集

ア SSや協力会社を含めた訓練を実施し、課題の抽出を行って
いる。

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

B-7
SSの営業の応援支援

ア SSや協力会社を含めた訓練を実施し、課題の抽出を行って
いる。

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

B-8
SSの復旧支援

ア SSや協力会社を含めた訓練を実施し、課題の抽出を行って
いる。

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

B-9
対象とする基地の入出荷機能の
確保

対象とする基地の被害情報、在庫
情報の情報収集

本
社
側

ア
被災時に利用可能な通信手段を用いた対象とする基地の被
害情報、在庫情報の収集訓練を実施し、課題の抽出を行っ
ている。

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

B-10
対象とする基地の周辺インフラ（道
路、港湾）の情報収集 ア

被災時に利用可能な通信手段を用いた対象とする基地の周
辺インフラの情報収集訓練を実施し、課題の抽出を行ってい
る。

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

B-11
被災した対象とする基地の支援

ア 被災した対象とする基地を支援するためのリソースを確保する
ための訓練を実施し、課題の抽出を行っている。

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

B-12
装置や設備の安全確認を行い、被
害情報、在庫情報を収集し、本社
等へ報告

基
地
側

ア
被災時に利用可能な通信手段を用いた、被害情報、在庫
情報の収集、本社への報告訓練を実施し、課題の抽出を
行っている。（油槽所も含む）

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。（油槽所も含
む）

良

良

良

良

良

良

良

良

良



本社 モデル製油所 モデル油槽所

課題に対する今後の対応
項番 評価項目 評価基準

達成状況 訓練における各評価項目の気づき
及び抽出された課題

項目 達成状況

B-13
対象とする基地の周辺インフラ（道
路、港湾）の情報収集 ア

被災時に利用可能な通信手段を用いた、周辺インフラの情報
収集、本社への報告訓練を実施し、課題の抽出を行ってい
る。（油槽所も含む）

イ 上記訓練を踏まえ、対策の強化を行っている。（油槽所も含
む）

B-14
対象とする基地の早期復旧

ア 被災した対象とする基地の早期復旧に向けた訓練を実施し、
課題の抽出を行っている。

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

ウ 系統電源供給が停止した際、非常用発電機を活用すること
等により、出荷能力が維持できるよう訓練を実施している。

C-1

供給回復後に供給能力の維
持に必要な機能の確認

バックアップ機能 増産計画の策定

ア

被災時において、被災していない製油所における増産計画を
策定し、被災していない製油所に対して指示を行うプロセスを
実施するための具体的な準備やシミュレーション訓練等を実施
し、課題の抽出を行っている。（油槽所も含む）

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。（油槽所も含
む）

C-2

石油製品の手配及び輸送

ア
首都直下地震や南海トラフ巨大地震などの幾つかの脅威にお
いて、石油製品の輸送手段（輸入・転送）に関する具体的
な準備・シミュレーション等を行い、課題の抽出を行っている。

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。

C-3

他社又は海外からの石油製品の調
達

ア

首都直下地震や南海トラフ巨大地震などの幾つかの脅威にお
いて、他社または海外からの石油製品の調達に関する具体的
な準備・シミュレーション等を行い、課題を抽出している。（油
槽所も含む）

イ 上記課題を踏まえ、対策の強化を行っている。（油槽所も含
む）

良

良

良

良

良

C-1に関しては、モデル製油所・油槽所が被災
しなかった場合を想定しての訓練有無をご記載
ください。


